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介護福祉施設サービス

    （契約書別紙 兼 重要事項説明書）

あなた（利用者）に対する介護福祉施設サービスの提供開始にあたり、事業者があなたに説明すべき

重要事項は次のとおりです。

１．施設の概要

２．従業者の勤務体制

  ※短期入所生活介護と合わせて配置しています。

※非常勤とは1 日8 時間の勤務を要しない短時間従業員です。               R7.9.1

名 称
特別養護老人ホームまいこ園 県指定年月日 平成26 年4 月1 日

（番号1572400578）
所 在 地 新潟県南魚沼市仙石1 番地18

電 話 番 号 025-782-1655 管 理 者

䥹

従

来

型

䥺

定員 66 人

設 備 の 種 類 室 数 ま た は 箇 所 数 備 考

居 室

個 室 2 室

２ 人 室 6 室

３ 人 室 室

４ 人 室 13 室

計 21 室

静 養 室 1 室 短期入居生活介護と共用

浴 室 1 室 短期入居生活介護と共用

洗 面 設 備 20 か所

便 所 2 か所

医 務 室 1 か所 短期入居生活介護と共用

食 堂 1 か所

機 能 訓 練 室 1 か所

福祉サービス第三者評価 受審年月日 未受審

職 種
員 数

職 種
員 数

常 勤 非 常 勤 計 常 勤 非 常 勤 計

医 師 人 1 人 1 人 管 理 栄 養 士 １人 人 1 人

生 活 相 談 員 2 人 人 2 人 機能訓練指導員 １人 人 1 人

介 護 職 員 23 人 4 人 27 人 調 理 員 業務委託 人

看 護 師 2 人 人 2 人 介護支援専門員 4 人 人 4 人

准 看 護 師 1 人 人 1 人 人 人 人
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３．提供するサービスの内容

① 「介護福祉施設サービス」は、事業者が設置する介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）に入所し

ていただき、施設サービス計画に基づいて、可能な限り、居宅の生活への復帰を念頭に置いて、入浴、

排せつ、食事等の介護、相談及び援助、社会生活上の便宜の供与その他の日常生活上の世話、機能訓練、

健康管理および療養上の世話を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営

むことができるよう支援するサービスです。

② 具体的なサービスの内容は、次のとおりです。

食 事 の 提 供

栄養並びに利用者の身体の状況および嗜好を考慮した食事を、適切な時間に、十

分な時間を確保して提供します。また、利用者の食事の自立に配慮するととも

に、可能な限り離床して、食堂で召し上がることを支援します。

入 浴 の 介 助

利用者が身体の清潔を保持し、精神的に快適な生活を営むことができるよう、

（１週間に２回以上、）適切な方法により、入浴の介助を行います。また、利用

者の状態から入浴することが困難な場合は、清しきを行うなど利用者の清潔確保

に努めます。

排 せ つ の 介 助

利用者の心身の状況や排せつ状況などをもとに、自立支援の観点から、トイレ誘

導や排せつ介助等を適切に行います。なお、おむつを使用する利用者について

は、その心身および活動の状況に適したおむつを提供するとともに、排せつ状況

を踏まえて適切に取り替えます。

日常生活上の世話
利用者の１日の生活の流れに沿って、離床、着替え、整容など利用者の心身の状

況に応じた日常生活上の世話を適切に行います。

相 談 及 び 援 助

常に利用者の心身の状況、置かれている環境等の的確な把握に努め、利用者また

はその家族からの相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行い

ます。行政機関に対する手続きが必要な場合には、入所者及びご家族の状況によ

っては、代わりに行います。

機 能 訓 練
利用者の心身の状況等を踏まえ、必要に応じて日常生活を送るうえで必要な生活

機能の改善または維持のための機能訓練を行います。

健 康 管 理
医師および看護職員が、常に利用者の健康状況に注意し、必要に応じて健康保持

のための適切な措置を講じます。

レクリエーション

・当施設では、必要な教養娯楽設備を整えるとともに、施設での生活を実りある

ものとするため、適宜レクリエーション行事を企画します。

・主な娯楽設備（談話スペース・テレビ）

・主なレクリエーション行事 (外食・ドライブ・ショッピング・観桜会・納涼祭

・クリスマス忘年会・誕生会・音楽鑑賞など)

４．業務取扱い方針と運営方針

  個人の尊厳を保持するとともにあなたの心身の状況を踏まえ施設内の介護支援専門員の作成する介護保険

施設サービス計画に従って、居宅における生活への復帰を目指し、介護保険サービスを提供します。
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５．担当の職員

  あなたを担当する介護支援専門員及び生活相談員、医療に関する緊急時の責任者は次の者です。ご不明

な点やご要望などがありましたら、何でもお申し出ください。

  ・介護支援専門員     氏名          連絡先 ７８２－１６５５  

  ・生活相談員     氏名          連絡先 ７８２－１６５５  

  ・医療責任者       氏名        連絡先 ７８２－１６５５  

６．利用料金

○利用料金

原則として下記のとおりです。利用者負担額の減免制度などの対象者である場合はその認定の内容に

基づいた負担額になります。

     ①利用者負担金

     ②居住費及び食費     別紙のとおりとなります。

     ③その他の費用

①から③の利用料金は、１か月ごとにまとめて請求いたしますので、次の方法によりお支払い願います。

□ 口座引き落とし
サービス利用月の翌月27 日に、ご指定の口座より引き落とします。

（27 日が金融機関の休業日にあたる場合は翌営業日）

□ 現 金 支 払 い サービスを利用された月の翌月27 日までに、現金にてお支払い願います。

７．協力病院等

当施設の協力病院および協力歯科医療機関は、次のとおりです。

協 力 病 院

名 称 南魚沼市立南魚沼市民病院

所 在 地 新潟県南魚沼市六日町2643 番地1

連絡先(電話番号) 025－788-1222

主 な 診 療 科 内科、理学診療科

協力歯科医療機関

名 称 南魚沼市立南魚沼市民病院

所 在 地 新潟県南魚沼市六日町2643 番地1

連絡先(電話番号) 025－788-1222

協 力 薬 局
名 称 ファーマみらい舞子薬局

所 在 地 新潟県南魚沼市仙石１番地17

連絡先(電話番号) 025-788-0440

８．当施設の利用に当たっての留意事項

来訪・面会 来訪者は、面会時間を遵守し、必ずその都度面会受付簿に記入ください。

来訪者が宿泊される場合には必ず許可を得てください。

外出・外泊 外泊・外出の際には必ず行き先と帰宅時間を職員に申出て所定の様式に記入し

てください。
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嘱託医師以外の医療機関

への受診
ご利用中の診療については、協力医療機関である南魚沼市立南魚沼市民病院

の医師が行います。ただし、傷病等の程度により嘱託医師の指示に基づいて他

の医療機関を受診する場合があります。なお、その場合ご家族様にご協力をい

ただくことがあります。

居室・設備・器具の利用 施設内の居室や設備、器具は本来の用法にしたがってご利用下さい。これに

反したご利用により破損等が生じた場合賠償していただくことがございます。

喫煙・飲酒 喫煙は決められた場所以外ではお断りします。飲酒については、ご利用時に

予めご相談させていただきます。なお、施設の行事等でお酒を提供することが

あります

迷惑行為等 騒音等他の入所者の迷惑になる行為はご遠慮願います。また、むやみに他の

入所者の居室等に立ち入らないようにしてください

所持品の管理 お部屋に収納スペースがありますが、スペースが限られておりますので、衣

類等季節に応じて入替をお願いいたします。

現金等の管理 現金･預金･印鑑等をお預りすることができます。なお、ご本人が管理されて

いる場合、紛失、盗難等に関して当施設は一切責任を負いません。

宗教活動・政治活動 施設内で他のご利用者に対する宗教活動および政治活動はご遠慮ください。

（個人の信条、宗教を制限するものではありません。）

動物飼育 施設内へのペットの持ち込みおよび飼育はお断りします。

見守り支援ロボットの導

入

見守り支援ロボット「眠りSCAN（スキャン）」を導入しています。ベッド

に設置したセンサーで体動・呼吸・心拍などを測定し、睡眠の状態などを把握

することにより、生活リズムの改善や健康状態の把握などを目的とした介護ロ

ボットです。自動でセンサーを利用して計測・判別を行いますのでご了承くだ

さい。

９．事故発生時の対応

  サービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに市町村、入所者の家族等に連絡を行うとともに、

必要な措置を講じます。

１０．緊急時における対応

  施設サービスの提供中に入所者の心身の状況に異変その他緊急事態が生じたときは速やかに協力医療機

関に連絡を行い、適切な処置を講じます。

１１．虐待の防止について

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲げると

おり必要な措置を講じます。

① 虐待防止に関する担当者を選定しています。

虐待防止に関する担当者   

② 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知徹底を  

図っています。

③ 虐待防止のための指針の整備をしています。

④ 従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。
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⑤ サービス提供中に、当該事業所の従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）によ

る虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通知します。

１２．非常災害対策

消防計画
届出日 平成28 年10 月1 日

防火管理者   職種 施設長

防災訓練 訓練の種類
避 難 訓 練 通 報 訓 練 消 火 訓 練

2 回 2 回 2 回 回

防災設備

避 難 階 段 1 か所 漏電火災警報器 有

避 難 口 2 か所 非常警報装置 有

防 火 戸 、 シ ャ ッ タ ー 4 か所 避難器具(すべり台、救助袋) 1 か所

屋 内 消 火 栓 6 か所 誘導灯および誘導標識 29 か所

屋 外 消 火 栓 6 か所 防火用水 無

ス プ リ ン ク ラ ー    有 非常電源設備 有

自 動 火 災 通 報 設 備    有 非常通報装置 有

療 養 室 、 地 下 、 階 段 等 の 内 装 材 料 適

カーテン、布製ブラインド等の防火性能 適

１３．個人情報の利用目的について

【利用者への介護サービスの提供に必要な利用目的】

１．当事業者内部での利用目的

① 当施設が利用者等に提供する介護サービス

② 介護保険事務

③ 介護サービスのご利用にかかる当施設の管理運営業務のうち次のもの

    ・入退所等の管理

    ・会計、経理

    ・事故等の報告

    ・当該ご利用者様の介護サービスの向上

２．他の介護事業者等への情報提供を伴う利用目的

① 当施設が利用者等に提供する介護サービスのうち次のもの

    ・利用者に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業者や居宅介護支援事業所等との連携

（サービス担当者会議等）、照会への回答

    ・その他の業務委託

    ・利用者の診察等に当たり、外部の医師の意見・助言を求める場合及び病歴等の情報共有の為の

会議を開催する場合

    ・利用者が当施設を退所する場合、他の介護施設や医療機関、居宅サービス等への当該利用者に

関する情報提供

    ・家族への心身の状況説明
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② 介護保険事務のうち次のもの

    ・保険事務の委託（一部委託含む）

    ・審査支払い機関へのレセプトの提出

    ・審査支払い機関又は保険者からの照会への回答

③ 損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等

【上記以外の利用目的】

１．当事業者内部での利用に係る利用目的

① 当施設の管理運営業務のうち次のもの

    ・介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料

    ・当施設等において行われる学生等の実習への協力

    ・当施設において行われる事例研究

２．他の事業者等への情報提供に係る利用目的

① 当施設の管理運営業務のうち次のもの

    ・外部監査機関への情報提供

３. 所在不明時等、心身に危険が及ぶ可能性がある場合の情報提供（捜索のための関係機関への情報提供）

１４．苦情相談窓口

① 当施設が提供するサービスに関する相談や苦情は、次の窓口で受け付けます。

窓 口 設 置 場 所 まいこ園 事務室

担 当 者

連絡先（電話番号） ０２５－７８２－１６５５

② 当施設に対する苦情は、次の機関にも申し立てることができます。

苦 情 受 付 機 関 連絡先（電話番号）

南 魚 沼 市 介 護 高 齢 課 ０２５－７７３－６６７５

湯 沢 町 福 祉 介 護 課 ０２５－７８４－４５６０

新潟県国民健康保険団体連合会 ０２５－２８５－３０２２
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別紙 利用料金

①利用者負担金

あなたがサービスを利用した場合にお支払いただく利用者負担金は、原則として次の利用料

の 1 割の額です（１日につき）………（  ）内の金額が実際に負担いただく額です。

下記に記載しているものは 1 割負担の方のものです。2 割負担の方は（ ）内が 2 倍、3 割

負担の方は 3 倍となります。

ただし、月々の利用者負担には上限があり、上限を超えた分は高額介護サービス費が支給

されます。2 割負担または 3 割負担となっても、一律に負担が 2 倍または 3 倍となるわけでは

ありません。

【介護福祉施設サービス費】

※上記の利用料は、厚生労働大臣が告示で定める金額であり、これが改定された場合は、上記の

利用料も自動的に改訂されます。なお、その場合は、事前に新しい利用料を書面でお知らせし

ます。

【加算】

加 算 の 種 類 加 算 の 要 件 加 算 額

日常生活継続支援

加算（Ⅰ）

新規入所者の総数のうち介護度 4～5 が 70％以上又は

認知症日常生活自立度Ⅲ以上が 65％以上、又は喀痰

吸引や経管栄養の行為を必要とする者が入所者の

15％以上のいずれかで、介護福祉士を入所者 6 人に対

し１人以上配置した場合

1 日につき 360 円

(36 円)

看護体制加算（Ⅰ）
常勤の看護師を１名以上配置した場合 １日につき 40 円

（4 円）

夜勤職員配置加算

（Ⅲ）

基準に加えて 1 名以上の夜勤職員を確保し、かつ夜勤

時間帯を通じて、看護職員または喀痰吸引等の実施が

できる介護職員を配置した場合

1 日につき 160 円

(16 円)

個別機能訓練加算

（Ⅰ）

専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の機能訓

練指導員を１名以上配置し、看護職員、介護職員、生活

相談員その他の職種の者が共同して、個別機能訓練計

画を作成し、計画的に訓練を行なった場合

1 日につき 120 円

(12 円)

個別機能訓練加算

（Ⅱ）

個別機能訓練加算（Ⅰ）を算定している入所者につい

て、個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省

に提出し、機能訓練の実施に当たって当該情報その他

機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情報

を活用した場合

1 月につき 200 円

(20 円)

科学的介護推進

体制加算 （Ⅱ）

（イ）科学的介護推進体制加算 （Ⅰ）に加えて入所者ご

との疾病の状況等の情報を、厚生労働省に提出してい

る

（ロ）（イ）に規定する情報その他サービスを適切かつ有

効に提供するために必要な情報を活用している場合

1 月につき 500 円

(50 円)

要 介 護 度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

従来型個室・

多 床 室

5,890 円

（589 円）

6,590 円

（659 円）

7,320 円

（732 円）

8,020 円

（802 円）

8,710 円

（871 円）



8

外泊時費用

病院又は診療所への入院を要した場合及びご本人が

外泊された場合、介護福祉施設サービス費に代えて算

定（但し、入院または外泊の初日及び最終日を除く）

1 日につき 2,460 円

(246 円)

※１月に 6 日を限度

初期加算
入所した日から起算して 30 日以内の場合（30 日を超え

る入院後に再び入所した場合も同様）

1 日につき 300 円

(30 円)

安全対策体制加算

事故発生の防止のための指針の作成、委員会の開催、

従業者に対する研修の実施及びこれらを適切に実施す

るための担当者の配置を備えた体制に加えて、担当者

が安全対策に係る外部の研修を受講し、組織的に安全

対策を実施する体制を備えている場合

入所時に 1 回

200 円

（20 円）

※介護職員等処遇改善加算

介護職員の賃金改善等の措置を実施しているため、１月につきご利用いただいた料金に対し

14％を乗じた額を加算させていただきます。

【ご利用者様の状態及び施設の体制が整い算定する加算】

加 算 の 種 類 加 算 の 要 件 加 算 額

科学的介護推進

体制加算 （Ⅰ）

（イ）入所者ごとの ADL 値、栄養状態、口腔機能、認知

症の状況その他入所者の心身の状況等に係る基本的

な情報を、厚生労働省に提出している。

（ロ）必要に応じて施設サービス計画を見直すなど、サ

ービスの提供に当たって、（イ）に規定する情報その他

サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情

報を活用している場合

1 月につき 400 円

(40 円)

協力医療機関連携

加算 1

（イ）入所者の病状が急変した場合等に医師または看

護職員が相談対応を行う体制を常時確保し、（ロ）施設

からの診療の求めがあった場合に診療を行う体制を常

時確保しており、（ハ）入所者の病状が急変した場合等

において入院を要すると認められた入所者等の入院を

原則として受け入れる体制を確保している医療機関と

の間で、入所者等の同意を得て、当該入所者等の病

歴等の情報を共有する会議を定期的に開催している場

合

1 月につき 1,000 円

(100 円)

※令和 7 年 4 月  

以降は

1 月につき 500 円

(50 円)

協力医療機関連携

加算 2

上記（イ）（ロ）（ハ）以外の協力医療機関との間で、入所

者等の同意を得て、当該入所者等の病歴等の情報を

共有する会議を定期的に開催している場合

1 月につき 50 円

(5 円)

高齢者施設等感染

対策向上加算（Ⅰ）

第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発

生時等の対応を行う体制を確保し、新興感染症以外の

一般的な感染症の発生時等の対応を取り決めるととも

に、感染症発生時等に協力医療機関等と連携し適切

に対応しており、診療報酬における感染対策向上加算

または外来感染対策向上加算に係る届出を行った医

療機関または地域の医師会が定期的に行う院内感染

対策に関する研修または訓練に１年に１回以上参加し

ている場合

1 月につき 100 円

（10 円）
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高齢者施設等感染

対策向上加算（Ⅱ）

診療報酬における感染対策向上加算に係る届出を行

った医療機関から、3 年に 1 回以上施設内で感染者が

発生した場合の感染制御等に係る実地指導を受けて

いる場合

1 月につき 50 円

（5 円）

個別機能訓練加算

(Ⅲ)

個別機能訓練加算(Ⅱ)、口腔衛生管理加算（Ⅱ）及び

栄養マネジメント強化加算を算定しており、リハビリテー

ション実施計画等の内容について、リハビリテーション・

機能訓練、口腔、栄養の情報を、必要に応じて LIFE

に提出した情報を活用して関係職種の間で一体的に

共有しており、共有した情報を踏まえ、必要に応じてリ

ハビリテーション計画等の見直しを行い、見直しの内容

について関係職種間で共有している場合

1 月につき 200 円

(20 円)

看護体制加算（Ⅱ）
ご利用者 25 名に対して 1 名以上の看護職員を配置し

た場合

１日につき 80 円

（8 円）

生産性向上推進

体制加算（Ⅰ）

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職

員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会

を開催し、必要な安全対策を講じた上で生産性向上ガ

イドラインに基づいた改善活動を継続的に行い、見守り

機器等のテクノロジーを複数導入し、職員間の適切な

役割分担の取り組み等を行い、1 年以内ごとに 1 回、

業務改善の取組による効果を示すデータを提供し、そ

のデータにより業務改善の取り組みによる成果が確認

されている場合

1 月につき 1,000 円

（100 円）

生産性向上推進

体制加算（Ⅱ）

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職

員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会

を開催し、必要な安全対策を講じた上で生産性向上ガ

イドラインに基づいた改善活動を継続的に行い、見守り

機器等のテクノロジーを１つ以上導入し、1 年以内ごと

に 1 回、業務改善の取組による効果を示すデータを提

供した場合

1 月につき 100 円

（10 円）

夜勤職員配置加算

（Ⅰ）

基準に対して 1 名以上の夜勤職員を確保した場合、ま

たは基準に対して 0.9 名以上の夜勤職員を確保し、見

守り機器を入所者数の 10％以上に設置し、当該機器

を安全・有効に活用するための委員会を設置している

場合

1 日につき 130 円

(13 円)

生活機能向上連携

加算 （Ⅰ）

外部の理学療法士の等の助言に基づき、特養等の機

能訓練指導員等が共同して、入所者の身体状況等の

評価、個別機能訓練計画の作成をする。個別機能訓

練計画に基づき、入所者の身体機能又は生活機能向

上を目的とする機能訓練の項目を準備し、機能訓練指

導員等が入所者の心身の状況に応じた機能訓練を実

施する。身体状況等の評価に基づき、個別機能訓練計

画の進捗状況等を３ヶ月に１回以上評価、入所者や家

族に対して機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進

捗状況等を説明し、必要に応じて訓練内容の見直しを

行っている場合

1 日につき 1,000 円

（100 円）

(3 月に 1 回を限度)
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生活機能向上連携

加算 （Ⅱ）

生活機能向上連携加算（Ⅰ）の加算要件に、外部の理

学療法士等が施設へ訪問して、機能訓練指導員等が

共同して入所者の身体状況の評価及び個別機能訓練

計画を作成した場合

1 日につき 2,000 円

（200 円）

※個別機能訓練加

算を算定している場

合は 1 月につき

1,000 円（100 円）

サービス提供体制強

化加算（Ⅰ）

介護職員のうち、介護福祉士が 80％以上、または勤続

年数 10 年以上の介護福祉士が 35％以上で、介護サ

ービスの質の向上に取り組んでいる場合

1 日につき 220 円

（22 円）

ADL 維持等加算

（Ⅰ）

（イ）6 月を超える者が 10 人以上であること。（ロ）利用

者全員について利用開始月とその 6 か月後において

ADL を評価・測定し、測定値を厚生労働省へ提出する

こと。（ハ）ADL 利得（利用開始月から 6 か月後の間の

ADL 値の上昇幅を用いて一定の基準に基づき算出し

た値）の平均値が 1 以上である場合

1 月につき 300 円

（30 円）

ADL 維持等加算

（Ⅱ）

ADL 維持等加算（Ⅰ）の（イ）（ロ）を満たしたうえで、

ADL 利得（利用開始月から 6 か月後の間の ADL 値の

上昇幅を用いて一定の基準に基づき算出した値）の平

均値が 3 以上である場合

1 月につき 600 円

（60 円）

若年性認知症入所

者受入加算

初老期における認知症によって要介護者となった方を

受入れた場合

1 日につき 1,200 円

(120 円)

退所時栄養情報

連携加算

厚生労働大臣が定める特別食を必要とする入所者また

は低栄養状態にあると医師が判断した入所者が居宅、

他の介護保険施設、医療機関等に退所する場合に、

管理栄養士が退所先の医療機関等に対して当該者の

栄養管理に関する情報を提供した場合

1 月につき 700 円

(70 円)

※1 回を限度として

算定

再入所時栄養連携

加算

入所者が医療機関に入院し、厚生労働大臣が定める

特別食等を必要とする場合に、施設の管理栄養士が医

療機関の管理栄養士と連携して、再入所後の栄養ケア

計画の原案を作成した場合

1 日につき 2,000 円

(200 円)

※退院後の再入所

時の 1 回を限度

退所前訪問相談   

援助加算

入所期間が１月を超えると見込まれるご利用者の退所

に先立ってその居宅を訪問し、退所後のサービスにつ

いて相談援助を行った場合。(退所後に居宅でなく他の

施設等（病院、診療所および介護保険施設を除く。以

下同じ）に入所する場合に、当該施設等を訪問し連絡

調整、情報提供等を行ったときも同様に算定）

4,600 円

(460 円)

※入所中通常１回を

限度として算定

退所後訪問相談   

援助加算

入所期間が１月を超えるご利用者の退所後３０日以内

にその居宅を訪問し、相談援助を行った場合（退所後

に居宅でなく他の施設等（病院、診療所および介護保

険施設を除く。以下同じ）に入所した場合に、当該施設

等を訪問し連絡調整、情報提供等を行ったときも同様

に算定）

4,600 円

(460 円)

※退所後１回を限度

として算定   
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退所時相談援助

加算

入所期間が１月を超えるご利用者が退所後居宅サービ

スを利用する場合に、退所後のサービスについて退所

前に相談援助を行い、かつ退所日から２週間以内に市

町村および老人介護支援センターに対し必要な情報を

提供した場合（退所後に他の施設等へ入所する場合

に、当該施設等へ必要な情報を提供したときも同様）

4,000 円

(400 円)

※１回を限度として

算定

退所前連携加算

入所期間が 1 月を超えるご利用者が退所し、その居宅

において居宅サービス又は地域密着型サービスを利

用する場合において、退所に先立って利用を希望する

指定居宅介護支援事業者に対して入所者の同意を得

て情報を提供し、かつ当該指定居宅介護支援事業者と

連携して退所後の居宅サービス利用に関する調整を行

なった場合

5,000 円

(500 円)

※１回を限度として算

定

退所時情報提供

加算

医療機関へ退所する入所者について、入所者等の同

意を得て、当該入所者の心身の状況、生活歴等を示す

情報を提供した場合

2,500 円

(250 円)

※1 回を限度として

算定

栄養マネジメント

強化加算

常勤の管理栄養士を規定の数以上配置し、低栄養のリ

スクの高い入所者に対して、医師、管理栄養士、看護

職員等が共同して作成した栄養ケア計画に従い、食事

の観察を定期的に行い食事の調整等を実施し、栄養

状態の情報を厚生労働省へ提出し、有効な実施のた

めに必要な情報を活用した場合

1 日につき 110 円

(11 円)

経口移行加算
経管による食事摂取の方に対して経口による食事摂取

をすすめるための栄養管理等を行った場合

1 日につき 280 円

（28 円）

経口維持加算（Ⅰ）

誤嚥が認められる方に対し、経口摂取を維持する為に

医師の指示に基づく栄養管理を行なう必要が生じた場

合、経口維持計画を作成し実際に経口摂取維持への

取り組みを実施した場合

１月につき 4,000 円

(400 円)

経口維持加算（Ⅱ）
経口維持加算（Ⅰ）を算定していて、経口からの食事摂

取を支援する会議等に医師等が加わった場合

１月につき 1,000 円

(100 円)

口腔衛生管理加算

（Ⅰ）

歯科医師または歯科衛生士の助言・指導に基づき口

腔衛生等の管理計画を作成し、歯科衛生士が口腔衛

生等の管理を月 2 回以上行い、入所者の口腔ケアに

ついて介護職員に対し助言・指導・相談を年 2 回以上

行う場合

１月につき 900 円

    （90 円）

口腔衛生管理加算

（Ⅱ）

口腔衛生管理加算（Ⅰ）の要件に加え、口腔衛生等の

管理に係る計画の内容等の情報を厚生労働省に提出

し、口腔衛生等の管理の実施に当たって、当該情報そ

の他口腔衛生等の管理の適切かつ有効な実施のため

に必要な情報を活用した場合

１月につき 1,100 円

    （110 円）
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配置医師緊急時

対応加算

配置医師と施設の間で情報の共有や連絡の方法等に

ついて具体的な取り決めをし、かつ配置医師と協力医

療機関の医師が連携して 24 時間対応できる体制を確

保した上で、早朝、夜間、深夜または配置医師の通常

勤務時間外に施設を訪問し、診療を行った場合（但し、

看護体制加算Ⅱを算定している場合に限る）

*勤務時間外の場合

    1 回 3,250 円

        (325 円)

*早朝、夜間の場合

１回 6,500 円

    （650 円）

*深夜の場合

1 回 13,000 円

   （1,300 円）

看取り介護加算

（Ⅰ）

医学的知見に基づき、回復の見込みがないとご本人が

診断された時に、ご本人又はご家族の合意により 24 時

間体制で介護を行った場合

＊死亡日以前
31 日以上 45 日以下

１日につき 720 円

（72 円）

＊死亡日以前
4 日以上 30 日以下

１日につき 1,440 円

（144 円）

＊死亡日の前日及び

前々日

１日につき 6,800 円

（680 円）

＊死亡日

1 日につき 12,800 円

（1,280 円）

看取り介護加算

（Ⅱ）

医学的知見に基づき、回復の見込みがないとご本人が

診断された時に、ご本人又はご家族の合意により 24 時

間体制で介護を行った場合で、必要な医療体制を整

備し、施設内で実際に看取った場合（但し、看護体制

加算Ⅱを算定していない場合を除く）

＊死亡日以前
31 日以上 45 日以下

１日につき 720 円

（72 円）

＊死亡日以前

4 日以上 30 日以下

１日につき 1,440 円

（144 円）

＊死亡日の前日及

び前々日

１日につき 7,800 円

（780 円）

＊死亡日
1 日につき 15,800 円

（1,580 円）

療養食加算
厚生労働大臣が定める療養食を提供した場合

1 日 3 食を限度とし、1 食を 1 回とする

1 回につき 60 円

(6 円)

特別通院送迎加算
透析を要する入居者に対し、１月に 12 回以上、通院の

ための送迎を行った場合

1 月につき 5,940 円

(594 円)

在宅復帰支援

機能加算

ご本人が利用を希望する指定居宅支援事業者に対し

て、ご本人に係る居宅サービスにおいて必要な情報の

提供、退所後のサービス利用に関する調整を行なって

いる場合

１日につき 100 円

(10 円)
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在宅・入所

相互利用加算

在宅生活を継続する観点からあらかじめ、入所期間を

決めて計画的に利用している場合

１日につき 400 円

(40 円)

認知症専門ケア加算

(Ⅰ)

認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者が入所者の 50％

以上であって、認知症介護実践リーダー研修修了者を

配置し、職員間での認知症ケアに関する留意事項の伝

達又は技術的指導会議を定期的に実施した場合

1 日につき 30 円

（3 円）

認知症専門ケア加算

(Ⅱ)

認知症専門ケア加算（Ⅰ）の要件を満たし、かつ認知

症介護指導者研修修了者を配置し、介護・看護職員ご

との研修計画を作成して実施した場合

（認知症専門ケア加算Ⅰを加算した場合は、算定しな

い）

1 日につき 40 円

（4 円）

認知症チームケア

推進加算（Ⅰ）

（イ）入所者の総数のうち、周囲の者により日常生活に

対する注意を必要とする認知症の者の占める割合が 2

分の 1 以上。（ロ）認知症の行動・心理症状の予防及び

出現時の早期対応（以下「予防等」という）に資する認

知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している

者または認知症介護に係る専門的な研修及び認知症

の行動・心理症状の予防等に資するケアプログラムを

含んだ研修を修了した者を 1 名以上配置し、かつ、複

数人の介護職員から成る認知症の行動・心理症状に対

応するチームを組んでいる。（ハ）対象者に対し、個別

に認知症の行動・心理症状の評価を計画的に行い、そ

の評価に基づく値を測定し、認知症の行動・心理症状

の予防等に資するチームケアを実施している。（ニ）認

知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症ケアに

ついて、カンファレンスの開催、計画の作成、認知症の

行動・心理症状の有無及び程度についての定期的な

評価、ケアの振り返り、計画の見直し等を行っている場

合

1 月につき 1,500 円

(150 円)

認知症チームケア

推進加算（Ⅱ）

認知症チームケア推進加算（Ⅰ）の加算要件の（イ）、

（ハ）及び（ニ）に掲げる基準に適合し、認知症の行動・

心理症状の予防等に資する認知症介護に係る専門的な

研修を修了している者を 1 名以上配置し、かつ、複数人

の介護職員から成る認知症の行動・心理症状に対応す

るチームを組んでいる場合

1 月につき 1,200 円

(120 円)

認知症行動・心理症

状緊急対応加算

認知症の行動・心理症状が認められ、在宅での生活が

困難なため、医師の判断による緊急の入所を受入れた

場合

１日につき 2,000 円

      （200 円）

※７日間を限度として

算定
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褥瘡マネジメント

加算 （Ⅰ）

入所者等ごとに施設入所時に褥瘡の有無を確認すると

ともに、褥瘡の発生と関連のあるリスクについて、施設

入所時等に評価するとともに、少なくとも 3 月に 1 回評

価を行い、その確認及び評価結果等を厚生労働省に

提出し、褥瘡管理の実施に当たって当該情報等を活用

している。確認の結果褥瘡が認められ、又は評価の結

果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者等ごと

に、医師、看護師、管理栄養士、介護職員、介護支援

専門員その他の職種の者が共同して、褥瘡管理に関

する褥瘡ケア計画を作成する。入所者等ごとの褥瘡ケ

ア計画に従い褥瘡管理を実施するとともに、その管理

の内容や入所者等ごとの状態について定期的に記録

する。評価に基づき、少なくとも 3 月に 1 回、入所者等

ごとに褥瘡ケア計画の見直しを行っている場合

１月につき 30 円

（3 円）

褥瘡マネジメント

加算 （Ⅱ）

褥瘡マネジメント加算 （Ⅰ）の算定要件を満たしたうえ

で、施設入所時等の評価の結果、褥瘡の認められた入

所者について褥瘡が治癒したこと、又は褥瘡が発生す

るリスクがあるとされた入所者等について、褥瘡が発生

していない場合

１月につき 130 円

（13 円）

排せつ支援加算

（Ⅰ）

排せつに介護を要する入所者等ごとに、要介護状態の

軽減の見込みについて、医師又は医師と連携した看護

師が施設入所時等に評価するとともに、少なくとも 3 月

に 1 回評価を行い、その評価結果を厚生労働省に提

出し、排せつ支援に当たって当該情報等を活用してい

る。評価の結果、適切な対応を行うことにより、要介護

状態の軽減が見込まれる者について、医師、看護師、

介護支援専門員等が共同して、排せつに介護を要す

る原因を分析し、それに基づいた支援計画を作成し、

支援を継続して実施する。評価に基づき、少なくとも 3

月に 1 回、入所者等ごとに支援計画を見直している場

合

1 月につき 100 円

(10 円)

排せつ支援加算

（Ⅱ）

排せつ支援加算（Ⅰ）の算定要件を満たしたうえで、適

切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込ま

れる者について、施設入所時と比較して、排尿・排便の

状態の少なくとも一方が改善するとともにいずれにも悪

化がない 又は、おむつ使用ありから使用なしに改善し

ている、又は施設入所時に尿道カテーテルが留置され

ていたが抜去された場合

1 月につき 150 円

(15 円)

排せつ支援加算

（Ⅲ）

排せつ支援加算（Ⅰ）の算定要件を満たしたうえで、適

切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込ま

れる者について、施設入所時と比較して、排尿・排便の

状態の少なくとも一方が改善するとともにいずれにも悪

化がないこと。かつ、おむつ使用ありから使用なしに改

善している、又は施設入所時に尿道カテーテルが留置

されていたが抜去された場合

1 月につき 200 円

(20 円)
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自立支援促進加算

医師が入所者ごとに、自立支援のために特に必要な医

学的評価を入所時に行うとともに、少なくとも 6 月に 1

回、医学的評価の見直しを行い、自立支援に係る支援

計画等の策定等に参加していること。

医学的評価の結果、特に自立支援のための対応が必

要であるとされた入所者ごとに、医師、看護師、介護職

員、介護支援専門員、その他の職種の者が共同して、

自立支援に係る支援計画を策定し、3 月に 1 回計画を

見直し、支援計画に従ったケアを実施していること。医

学的評価の結果等を厚生労働省に提出し、当該情報

その他自立支援促進の適切かつ有効な実施のために

必要な情報を活用している場合

1 月につき 2,800 円

(280 円)

新興感染症等施設

療養費

入所者が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染し

た場合に相談対応、診療、入院調整等を行う医療機関

を確保し、かつ、当該感染症に感染した入所者に対

し、適切な感染対策を行った上で、該当する介護サー

ビス行った場合

1 日あたり 2,400 円

（240 円）

※1 月に 1 回、連続

する 5 日を限度とし

て算定    

   

② 居住費及び食費（１日につき）

居 住 費

（注）

通  常

（第４段階）
９１５円

ただし

介護保険負担限

度額認定証に記

載されている額

第３段階①② ４３０円

第２段階 ４３０円

第１段階   ０円

食 費

通  常

（第４段階）
      １，６５０円

ただし

介護保険負担限

度額認定証に記

載されている額

第３段階② １，３６０円

第３段階① ６５０円

第２段階 ３９０円

第１段階 ３００円

（注）○居住費については、外泊及び入院中の期間においても上記の料金をご負担いただきます。

    ○外泊及び入院中の期間に他の方に対して居室を提供する場合においては料金をいただき  

    ません。

   ○所得等に応じて当施設の利用者負担金、居住費、食費については減免となる場合があり

ます。手続きについては、お住まいの市町村役場にお問い合わせください。
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③ その他の費用

預 り 金 管 理 料 １ヶ月当り  １，０００円

理美容代

（外来業者が行います）
実  費

日 用 品 費 実費あり

協力病院以外への送迎 ガソリン代（1km30 円）、高速道路料金実費

テレビの貸出及び持込

（電気代）

テレビを個人用としてお部屋に貸出又は、持込いただき設

置した場合、1 日につき 50 円


